
解体等工事での石綿飛散防止対策に係る指導について      20151217 

大阪府環境管理室事業所指導課 

 

１．主な石綿関連業務（根拠法令 法：大気汚染防止法、条例：大阪府生活環境の保全等に関する条例） 

□届出された工事の立入検査、敷地境界における大気中の石綿測定 

・吹付け石綿、石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材の除去等の立入検査（法） 

除去等の実作業が 7日以上の場合、大阪府が測定を実施 

（使用面積 50㎡以上：公定法（4時間サンプリング）、50㎡未満：簡易測定（1時間）） 

・石綿含有成形板の使用面積 1000㎡以上の除去等の立入検査（条例） 

 除去等の実作業が 7日以上の場合、大阪府が石綿の簡易測定を実施 

□建設リサイクル法届出情報に基づく解体工事現場の立入検査 

・事前調査を実施済みか 

・事前調査結果を書面にして発注者に交付・説明済みか 

・事前調査結果書面を現場に備え付け、閲覧に供するか 

・事前調査結果の掲示板（石綿含有建材がある場合は作業内容も）を設置済みか 

・石綿含有建材がある場合は、作業の基準に従って除去が行われるか 

・事前調査に漏れはないか 

□解体工事現場のパトロール 

・府内市町村との一斉パトロール（6月、12月 石綿（アスベスト）飛散防止推進月間） 

・その他、解体現場のパトロール 

 

平成 26年度石綿関連届出・立入件数 
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咲洲 42 11 80 19 93 130 

泉州 49 6 24 6 30 200 

合計 91 17 104 25 123 330 

 

２．石綿飛散防止に係る指導について 

（１）届出対象解体工事で事前調査が不十分であった事例 

・建設リサイクル法の届出情報から条例の届出対象と判明していた 

（石綿含有成形板が 1,000㎡以上使用されている建物の解体） 

・作業開始予定日の 15日前（届出日と作業開始日の間に 14日）に条例に基づく届出がな

された 

・届出 2日後に事前確認のために立入 

・乾燥炉の脱臭施設に断熱材を確認（未調査、石綿含有の有無不明） 

・ボイラー配管エルボー部に断熱材を確認（未調査、石綿含有の有無不明） 
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・大阪府は、脱臭装置及びボイラー配管のエルボー部の断熱材について、早急に石綿の含

有の有無を調査するよう指導 

 

・受注者は、断熱材について分析業者に石綿の含有の有無について分析を依頼 

⇒石綿非含有を確認 

 

○この事例では（事前調査が不十分であったものの）分析の結果、石綿を含有していなか

ったため大きな問題にはならなかったが、石綿を含有しているのに気づかず解体を行え

ば、作業者や周辺住民の健康に被害を及ぼす可能性がある 

したがって、建物以外にも、工場内に据え付けられたプラント等の設備、配管等につい

ても十分に事前調査を行うことが重要 

 

（２）解体工事現場のパトロール 

□建設リサイクル法の届出情報に基づき実施 

府内一斉パトロールのうち大阪府実施分結果 平成 27年 6月及び 12月実施 

パトロールを実施した現場数 

・6月  29（工事中現場数 12、うち指導現場数 11） 

・12月  33（工事中現場数 18、うち指導現場数 18） 

脱臭装置の一部 
断熱材拡大 



※指導の内容（件） 

 6月 12月 

事前調査書面について 

作成についての指導 3 5 

閲覧・備付けについての指導 10 18 

発注者への説明についての指導 3 5 

事前調査結果の掲示についての指導 9 10 

 

○石綿に関する届出が必要ない工事については、届出対象工事と比べて事前調査結果の掲

示が行われていない、事前調査のために建材分析を行ったにもかかわらず書面を作成し

ていないなど、法令を遵守できていない工事がまだまだ多い 

 

 

 

（３）窓口での届出関連指導の事例 

□特定粉じん排出等作業の届出の事例（平成 27年 11月） 

・届出者が発注者でなく、受注者となっていた 

・届出日から作業開始までの間の日数がぎりぎり 14日しかなかった 

 

 

 

 

 

○届出は行政機関に事前相談するなど、要件を満たすよう作成し、できる限り日程に余裕

を持って提出を 

 

４．最後に 

□事前調査の出来、不出来が、石綿飛散防止対策の成否のカギを握る 

□確実な事前調査とそれに基づく適切な石綿飛散防止対策の実施を 

□石綿が周囲に飛散するような事態になった場合、発注者責任が問われる 

 

届出の要件を満たしていないため受付けできず 
修正後に改めて提出し直すこととなり、工期の変更を余儀なくされた 

今後も周知の継続が重要！ 

今後も、解体工事時の事前届出と石綿飛散防止対策の実施

についての周知にご協力をよろしくお願いします 


